


調査内容

※DI値を集計（DI=「良いとする回答割合」－「悪いとする回答割合」）

　DI ･･･ Diffusion Index (景気動向指数）の略

調査目的

調査対象

　福岡市内地場企業（一部福岡市近郊を含む）の景況及び経営動向を
把握すると同時に、これらの情報を企業へ提供し、企業経営の参考に
資するものである。

　当所会員企業を対象とし1,500社を任意抽出したもので､対象企業
の内訳は中小企業 1,396社（構成比率93.1 %）、大企業104社
（構成比率6.9％）により構成されている。

　回答した企業数は 676社、回答率 45.1%となっており、回答企
業の内訳は、中小企業632社（構成比率93.5%）、大企業44社
（構成比率6.5%）となっている。

※ 中小企業の範囲は中小企業基本法の定義に基づく。

　四半期毎にアンケート用紙を郵送、前年同期比の回答を求めるもの
で、今回は平成22年7～9月期の実績、及び平成22年10～12月期
の予想について、平成22年9月末時点で調査した。

調査要領

　　　　≪　景気・経営動向調査　≫

　１．自社・業界の景況

　２．生産額、売上額、完成工事高

　３．原材料・製（商）品仕入価格

　４．受注価格、販売価格

　５．製（商）品在庫

　６．営業利益

　７．売掛期間

　８．資金繰り

　９．100万円以上の新規借入
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平成２２年度 第2・四半期

対象数 回答数 回答率
回答結果
の構成比

1,500 676 45.1%
1,396 632 45.3% 93.5%

104 44 42.3% 6.5%

対象数 回答数 回答率
回答結果
の構成比

1,500 676 45.1%

237 138 58.2% 20.4%

82 50 61.0% 7.4%

77 36 46.8% 5.3%

78 52 66.7% 7.7%

185 91 49.2% 13.5%

44 26 59.1% 3.8%

12 9 75.0% 1.3%

9 5 55.6% 0.7%

28 11 39.3% 1.6%

5 4 80.0% 0.6%

19 8 42.1% 1.2%

24 11 45.8% 1.6%

14 6 42.9% 0.9%

30 11 36.7% 1.6%

227 112 49.3% 16.6%

51 20 39.2% 3.0%

23 13 56.5% 1.9%

29 19 65.5% 2.8%

4 2 50.0% 0.3%

4 1 25.0% 0.1%

41 17 41.5% 2.5%

4 3 75.0% 0.4%

71 37 52.1% 5.5%

239 77 32.2% 11.4%

62 15 24.2% 2.2%

38 12 31.6% 1.8%

5 3 60.0% 0.4%

17 5 29.4% 0.7%

18 7 38.9% 1.0%

12 5 41.7% 0.7%

87 30 34.5% 4.4%

44 23 52.3% 3.4%

9 5 55.6% 0.7%

35 18 51.4% 2.7%

568 235 41.4% 34.8%

68 41 60.3% 6.1%

337 141 41.8% 20.9%

110 34 30.9% 5.0%

53 19 35.8% 2.8%

規　　模　　別

全 業 種

調査対象企業数及び回収結果     

ホ テ ル ・ 旅 館 ・ 飲 食 業
そ の 他 の 個 人 サ ー ビ ス 業

中 小 企 業
大 企 業

貨 物 運 送 ・ 倉 庫 業

サ ー ビ ス 業

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業
そ の 他 事 務 所 サ ー ビ ス 業

百 貨 店 ・ セ ル フ 店
そ の 他 小 売 業

運 輸 ・ 倉 庫 業

旅 客 運 送 業

小 売 業

食 料 品 小 売 業
衣 料 品 ・ 身 の 回 り 品 卸 売 業
石 油 ・ 化 学 製 品 小 売 業
車 両 運 搬 具 小 売 業
家 電 ・ 厨 房 器 具 小 売 業

金 属 ・ 鋼 材 卸 売
一 般 機 械 器 具 卸 売 業
石 油 ・ 化 学 製 品 卸 売 業
そ の 他 卸 売 業

食 料 品 卸 売 業
繊 維 製 品 卸 売 業
建 材 ・ 住 宅 機 器 卸 売 業
紙 ・ 文 具 卸 売

そ の 他 製 造 業

卸 売 業

印 刷 ・ 製 本 業
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業

食 料 品 製 造 業
繊 維 製 品 製 造 業

建 材 ・ 木 ・ 紙 製 品 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

建 設 付 帯 工 事 業
電 気 ・ 管 工 事 業

製 造 業

全 業 種

業　　種　　別

建 設 業

土 木 建 設 業
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３ 

「 福商・経営動向調査 」 調査結果 

景況概況（DI 値の動き） 

 

１．  自社業況は、今期▲33.6 となり、前期との比較ではﾏｲﾅｽ 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄと僅かで

はあるが 6 期ぶりの悪化となった。 

 業種別に対前期比をみると、運輸・倉庫業が+19.1 ポイント（前期 DI 値

▲32.1）、小売業+5.2 ポイント（同▲29.9）、建設業+2.7 ポイント（同▲

41.1）と改善したものの、製造業は-9.7 ポイント（同▲22.2）、卸売業-5.9

ポイント（同▲24.4）、サービス業-0.2 ポイント（同▲37.7）と悪化がみ

られた。 

 次四半期（H22 年 10～12 月）の全業種予測 DI 値は▲29.3（今期比ﾌﾟﾗ

ｽ 4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）となっており、改善することが予測されている。 

  

２．  業界の景気動向は、今期▲52.9 と前期との比較ではﾌﾟﾗｽ 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄと 3 期連

続の改善となった。 

 次四半期については▲43.1 とﾌﾟﾗｽ 9.8 ﾎﾟｲﾝﾄの改善が予測されている。 

 

３．  生産額、売上額、完成工事高は、今期▲30.7 となり、前期との比較ではﾏｲﾅ

ｽ 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄと僅かではあるが６期ぶりの悪化となった。 

 次四半期については▲28.8 とﾌﾟﾗｽ 1.9 ﾎﾟｲﾝﾄの改善が予測されている。 

 

４．  原材料、製（商）品仕入価格は、今期 7.1 と前期との比較ではﾏｲﾅｽ 4.7 ﾎﾟｲ

ﾝﾄと 3 期ぶりの下落となった。 

 次四半期については 8.1 とﾌﾟﾗｽ 1.0 ﾎﾟｲﾝﾄの上昇予測となっている。 

 

５．  受注価格、販売価格は、今期▲40.0 と前期との比較ではﾏｲﾅｽ 3.8 ﾎﾟｲﾝﾄと 4

期ぶりの悪化となった。  

 次四半期については▲32.9 とﾌﾟﾗｽ 7.1 ﾎﾟｲﾝﾄの改善が予測されている。 

 

６．  営業利益は、今期▲35.2 と前期との比較ではﾏｲﾅｽ 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄと 6 期ぶりの悪

化となった。 

 次四半期については▲34.4 とﾌﾟﾗｽ 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄの改善が予測されている。 

 

７．  売上増加の理由は、「受注、需要の増加」65.3%、「得意先開拓・客数の増

加」45.5％に集中している。 

一方で減少した理由としては、「受注、需要の減少」76.0%と突出し、｢客単

価の低下」47.1%、「得意先開拓・客数の減少」37.7%、「出荷・販売価

格の下落、料金改定」26.6%の順となっている。 

 

８． 当面の経営上の問題点としては、「売上額、生産額、工事高の伸び悩み」61.4%、

「受注、販売競争の激化」60.9%、「営業利益の低下」50.4%の３項目を

指摘する傾向が続いており、全業種ともほぼ３項目に集中している。  

   他に指摘が集中した項目として、建設業では「官公需要の停滞」が全業種で

18.6%に対し 47.1%、「元請の減少」が全業種で 9.0%に対し 29.7%、ま

た卸売業では「販売代金の回収難、不良債権の増加」が全業種で 5.8%に対

し 15.2%と突出し、非常に高水準となっている。 

 

 



 
４ 

 

 

 

参考指標 

 

日経平均株価       9,369.35 円    （平成 22 年 9 月 3０日  終値） 

 

対米ドル円相場終値    83.45 円      （平成 22 年 9 月 3０日  終値） 

 

対ユーロ円相場終値     113.74 円    （平成 22 年 9 月 3０日  終値） 

 

原油価格（WTI）    US$ 79.97/ﾊﾞﾚﾙ    （平成 22 年 9 月 3０日   終値） 
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景気判断 

平成2２年９月の月例経済報告（内閣府）では景気の基調判断を「景

気は、引き続き持ち直してきており、自律的回復に向けた動きもみら

れるが、このところ環境の厳しさは増している。また、失業率が高水

準にあるなど依然として厳しい状況にある。」としている。 

併せて項目別では「輸出は、このところ増勢が鈍化している。生 

産は、緩やかに持ち直している。企業収益は、改善している。設備投

資は、持ち直している。企業の業況判断は、改善している。ただし、

中小企業を中心に先行きに慎重な見方となっている。雇用情勢は、依

然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。個人

消費は、持ち直している。物価の動向を総合してみると、緩やかなデ

フレ状況にある。先行きについては、当面、雇用情勢に厳しさが残る

ものの、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景に、企業収益の

改善が続くなかで、景気が自律的な回復へ向かうことが期待される。

一方、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、

景気が下押しされるリスクが強まっている。また、デフレの影響や、

雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも注意が必要である。」と

している。 

当所の今四半期（平成 2２年７～９月）調査において、地場企業の自

社業況判断指数（DI 値＝前年同期と比較し「良くなった」とする回答

割合から「悪くなった」とする回答割合を引いた数値）の全業種平均

DI 値は▲33.６で、前期比ﾏｲﾅｽ 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄと 6 期ぶりに悪化した。 

 
【DI 値の推移】 

H19 H19 H20 H20 H20 H20 H21 H21 H21 H21 H22 H22

第 3

期  

第 4

期  

第 1

期  

第 2

期  

第 ３

期  

第 4

期  

第 1

期  

第 2

期  

第 3

期  

第 ４

期  

第 1

期  

第 2

期  

▲

29.6 

▲

35.8 

▲

45.2 

▲  

46.9 

▲  

60.9

▲  

67.1

▲  

59.9

▲  

57.3

▲  

54.4 

▲  

41.2 

▲  

33.1

▲  

33.6

 

まとめ  

今期の自社業況については、６期ぶりに前期よりもﾏｲﾅｽ値が拡大した

が、その差は 0.5 ポイントと僅かで、ほぼ横ばいであった。業種別に

おいては、6 業種中 3 業種で改善、残り３業種で悪化がみられた。 

DI 値は（平成 3 年度第 2・四半期以来）7７期連続でﾏｲﾅｽ値となった。 

 

全体的には、雇用情勢や資金繰りに改善がみられるなど、景気は低調

ながら持ち直しを続けてきたものの自律性に乏しく、リーマン・ショ

ック後の国内景気を下支えしていたエコカー購入補助金の終了など経

済対策の効果が頭打ちになったほか、欧米を中心とした海外景気の下



 6

振れ懸念、急激な円高などから、景気は足踏み状態にある。 

また先行きについても、その他経済対策の満期に伴う反動や、円高の

進行による海外や大企業からの受注減、消費マインドの冷え込みなど、

景気を下押しする不安材料が多く、慎重な見極めが必要となる。 

項目別にみると、仕入価格ＤＩは３期ぶりに下落。円高の影響による

仕入れ価格の低下を指摘するコメントが各業種から寄せられており、

これを裏づける結果となった。安価な仕入れが可能となるものの、受

注元からの値下げ要請や、同業者との低価格競争の激化により、受注・

販売価格に転嫁できず、受注・販売価格ＤＩの悪化とともに営業利益

ＤＩも悪化している。 

 

規模別にみると、調査対象の 9 割以上を占める中小企業の自社業況

DI 値は前期と同値（DI 値▲34.6）であったが、大企業では前期比ﾏｲﾅ

ｽ 6.1 ﾎﾟｲﾝﾄ（DI 値▲18.1）の悪化となった。 

 

業種別にみると、建設業に関しては、住宅版エコポイント制度や住宅

ローン減税などの経済対策を背景に、福岡市内新設住宅着工数は増加

を続け、対前年比増加率では全国に比べ大幅な伸びを示している。官

公需の落ち込む中で、民需の伸びは公共事業の受注減による影響を最

小限に抑えているが、建設業全体を回復させるほどの力強さには至っ

ていない。 

また、エコカー購入補助金の終了やたばこ税増税を前に、９月末日ま

での駆け込み需要から、小売業の売上高を後押したが、１０月以降そ

の反動による大きな落込みが予想されており、来期に関しては悪化が

見込まれている。 

 

次四半期の予測 DI 値は▲29.3 となっており、反転改善（今期比ﾌﾟﾗ

ｽ 4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ）が予測されている。また、業種別においては、建設業と

小売業を除く全産業で改善を予測している。 

 

≪  回答企業の主なコメントより(抜粋) ≫  

・  消費者の節約志向は根強く、衣料品の売れ行きは非常に悪い。また、今年は

残暑が厳しく、秋物の売れ行きも低迷。            (製造業 ) 

・  円高により仕入価格は多少下がるが、それ以上に同様他社との販売競争が売

上減、利益減を招く。                    (卸売業 ) 

・  エコカー補助金の終了に伴って１０月以降新車販売台数が落ち込み、荷主か

らの受注減が懸念される。               (運輸・倉庫業 ) 

・  上半期は市内各ホテルの稼働率が順調であったため、クリーニング受注は前

年を上回る実績を確保できた。また、病院関係は昨年末から堅調に推移して

いる。                         (サービス業 ) 



１．　自社・業界の景況 
《僅かではあるが6期ぶりの悪化、次期予測は反転改善へ》

非常に
良く

なった

やや
良く

なった
横ばい

やや
悪く

なった

非常に
悪く

なった
未記入 ＤＩ値

非常に
良く
なる

やや
良く
なる

横ばい
やや
悪く
なる

非常に
悪く
なる

未記入 ＤＩ値

全 業 種 1.0 17.3 29.4 38.6 13.3 0.3 ▲ 33.6 0.3 13.9 38.9 34.9 8.6 3.4 ▲ 29.3

建 設 業 0.0 15.2 31.2 37.7 15.9 0.0 ▲ 38.4 0.0 13.8 34.8 31.9 13.8 5.8 ▲ 31.9

製 造 業 2.2 18.7 26.4 39.6 13.2 0.0 ▲ 31.9 1.1 15.4 42.9 29.7 9.9 1.1 ▲ 23.1

卸 売 業 1.8 17.9 30.4 36.6 13.4 0.0 ▲ 30.3 0.0 8.9 46.4 35.7 6.3 2.7 ▲ 33.1

小 売 業 1.3 23.4 24.7 37.7 11.7 1.3 ▲ 24.7 1.3 18.2 29.9 40.3 5.2 5.2 ▲ 26.0

運輸・倉庫業 0.0 17.4 47.8 26.1 4.3 4.3 ▲ 13.0 0.0 13.0 60.9 21.7 4.3 0.0 ▲ 13.0

サ ー ビ ス 業 0.9 15.7 28.9 41.3 13.2 0.0 ▲ 37.9 0.0 14.5 37.0 37.9 7.7 3.0 ▲ 31.1

中 小 企 業 0.9 16.8 29.6 38.4 13.9 0.3 ▲ 34.6 0.3 13.6 38.9 35.0 8.7 3.5 ▲ 29.8

大 企 業 2.3 25.0 27.3 40.9 4.5 0.0 ▲ 18.1 0.0 18.2 38.6 34.1 6.8 2.3 ▲ 22.7

　今四半期（H22年7～9月）の地場企業の景況判断指数（D I 値）は、全業種平均で「良くなった」と回答
した企業割合は18.3％（前期比-0.4ポイント）、「悪くなった」と回答した企業割合は51.9％（前期比+0.1
ポイント）、「横ばい」であると回答した企業割合は29.4％（前期比±0ポイント）となった。
ＤＩ値は▲33.6（前期DI値▲33.1）となり、前期比で-0.5ポイントと悪化した。
 
　業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、今回の調査で運輸・倉庫業が+19.1ポイント（前期ＤＩ値▲32.1）、
小売業+5.2ポイント（前期DI値▲29.9）、建設業+2.7ポイント（同▲41.1）と改善したものの、製造業-9.7
ポイント（同▲22.2）、卸売業-5.9ポイント（同▲24.4）、サービス業-0.2ポイント（同▲37.7）の悪化
となった。
　また、規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比±0ポイント（前期DI値▲34.6）であったが、大企業では
-6.1ポイント（同▲12.0）の悪化となった。
　次四半期（H22年10～12月）の全業種予測DI値は▲29.3（今期比+4.3ポイント）となっており、改善が
見込まれている。

《　自社業況の総合判断（前年同期と比較して）　》

今四半期（22年7～9月期）実績 次四半期（22年10～12月期）予測

（ 単位　％ ）

自社業況の景況判断推移（業種別）
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　業界の景況 
　　　《業界景況は3期連続の改善、次期予測はさらに改善へ》

非常に
良く

なった

やや
良く

なった
横ばい

やや悪
くなっ

た

非常に
悪く

なった
未記入 ＤＩ値

非常に
良く
なる

やや
良く
なる

横ばい
やや
悪く
なる

非常に
悪く
なる

未記入 ＤＩ値

全 業 種 0.7 7.8 29.1 43.6 17.8 0.9 ▲ 52.9 0.1 6.8 38.0 37.0 13.0 5.0 ▲ 43.1

建 設 業 0.0 6.5 28.3 39.1 25.4 0.7 ▲ 58.0 0.0 4.3 36.2 31.2 21.7 6.5 ▲ 48.6

製 造 業 2.2 8.8 30.8 41.8 15.4 1.1 ▲ 46.2 0.0 9.9 41.8 29.7 12.1 6.6 ▲ 31.9

卸 売 業 0.9 8.9 28.6 44.6 17.0 0.0 ▲ 51.8 0.0 5.4 36.6 42.9 11.6 3.6 ▲ 49.1

小 売 業 1.3 10.4 18.2 55.8 13.0 1.3 ▲ 57.1 1.3 7.8 27.3 51.9 6.5 5.2 ▲ 49.3

運輸・倉庫業 0.0 4.3 52.2 39.1 4.3 0.0 ▲ 39.1 0.0 4.3 65.2 26.1 4.3 0.0 ▲ 26.1

サ ー ビ ス 業 0.4 7.2 30.6 43.0 17.4 1.3 ▲ 52.8 0.0 7.7 39.1 36.6 11.9 4.7 ▲ 40.8

中 小 企 業 0.6 7.0 28.6 44.0 18.8 0.9 ▲ 55.2 0.2 6.5 37.3 37.0 13.8 5.2 ▲ 44.1

大 企 業 2.3 20.5 36.4 38.6 2.3 0.0 ▲ 18.1 0.0 11.4 47.7 36.4 2.3 2.3 ▲ 27.3

　地場企業から見た自社の属する業界の景況判断指数（ＤＩ値）は、全業種平均で「良くなった」と回答した
企業割合が8.5％、「悪くなった」と回答した企業割合が61.4％、「横ばい」であると回答した企業割合が
29.1％となっており、ＤＩ値は▲52.9（前期DI値▲53.5）と前期比で+0.6ポイントの改善となった。

　業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、製造業が-3.8ポイント（同▲42.4）、建設業-0.5ポイント（同
▲57.5）、卸売業-0.5ポイント(同▲51.3)と悪化したものの、運輸・倉庫業が+3.7ポイント（前期DI値
▲42.8）、サービス業+3.5ポイント（同▲56.3）、小売業+1.3ポイント（同▲58.4）の改善となった。
　規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比-0.1ポイント（前期DI値▲55.1）と悪化した一方、大企業では
+13.9ポイント（同▲32.0）と改善した。

　次四半期予測ＤＩ値は▲43.1となっており、今期比+9.8ポイントの改善が予測されている。

（ 単位　％ ）

今四半期（22年7～9月期）実績 次四半期（22年10～12月期）予測

《　業界の景気動向（前年同期と比較して）　》

自社業況の景況判断推移（｢良くなった｣｢悪くなった｣別）
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２．　生産額、売上額、完成工事高
《僅かではあるが6期ぶりの悪化、次期予測は反転改善へ》

２ケタ増 １ケタ増 横ばい １ケタ減 ２ケタ減 未記入 ＤＩ値 ２ケタ増 １ケタ増 横ばい １ケタ減 ２ケタ減 未記入 ＤＩ値

全 業 種 2.8 12.1 35.4 33.3 12.3 4.1 ▲ 30.7 1.8 8.9 43.0 30.9 8.6 6.8 ▲ 28.8

建 設 業 1.4 10.9 38.4 29.0 18.8 1.4 ▲ 35.5 0.7 8.7 40.6 29.7 12.3 8.0 ▲ 32.6

製 造 業 4.4 14.3 34.1 28.6 15.4 3.3 ▲ 25.3 2.2 9.9 46.2 26.4 12.1 3.3 ▲ 26.4

卸 売 業 2.7 16.1 30.4 36.6 9.8 4.5 ▲ 27.6 0.9 8.9 41.1 35.7 6.3 7.1 ▲ 32.2

小 売 業 6.5 13.0 35.1 36.4 5.2 3.9 ▲ 22.1 3.9 11.7 35.1 37.7 5.2 6.5 ▲ 27.3

運輸・倉庫業 0.0 8.7 52.2 30.4 4.3 4.3 ▲ 26.0 0.0 8.7 69.6 17.4 4.3 0.0 ▲ 13.0

サ ー ビ ス 業 2.1 10.2 34.9 35.3 11.5 6.0 ▲ 34.5 2.1 7.7 44.3 30.2 7.7 8.1 ▲ 28.1

中 小 企 業 2.5 11.9 35.6 32.4 13.1 4.4 ▲ 31.1 1.6 8.9 43.2 30.5 8.7 7.1 ▲ 28.7

大 企 業 6.8 15.9 31.8 45.5 0.0 0.0 ▲ 22.8 4.5 9.1 40.9 36.4 6.8 2.3 ▲ 29.6

　生産額、売上額、完成工事高は、全業種平均で「増えた」と回答した企業割合は14.9％、「減った」と回
答した企業割合は45.6％となっており、DI値は▲30.7（前期ＤＩ値▲30.5）と前期比-0.2ポイントの悪化
となった。
 
　業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、小売業が+5.2ポイント、卸売業+1.0ポイント、建設業+0.8ポイント
と改善したものの、製造業が-5.1ポイント、運輸・倉庫業-4.7ポイント、サービス業-0.7ポイントの悪化と
なった。
　
　売上が増加した理由としては、「受注、需要の増加」65.3%、「得意先開拓・客数の増加」45.5%に集中
している。減少した理由としては、「受注、需要の減少」が76.0%と突出し、「客単価の低下」47.1%、
「得意先開拓・客数の減少」37.7%、「出荷・販売価格の下落、料金改定」26.6%の順となっている。
　規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比+0.4ポイント（前期DI値▲31.5）と改善した一方、大企業では
前期比-6.8ポイント（同▲16.0）と悪化した。

今四半期（22年7～9月期）実績 次四半期（22年10～12月期）予測

（ 単位　％ ）

生産額・売上額・完成工事高推移
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参考資料　：　(  ２．生産額、売上額、完成工事高  )
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増
減
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価
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又
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下

取
扱
製

（
商

）

品
量
の
増
減

全 業 種 9.9 65.3 0.0 4.0 12.9 1.0 8.9 1.0 45.5 9.9 9.9

建 設 業 5.9 94.1 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0 47.1 5.9 0.0

製 造 業 5.9 58.8 0.0 5.9 29.4 5.9 23.5 0.0 17.6 17.6 23.5

卸 売 業 33.3 57.1 0.0 0.0 9.5 0.0 14.3 0.0 52.4 4.8 14.3

小 売 業 6.7 33.3 0.0 13.3 20.0 0.0 0.0 0.0 66.7 13.3 6.7

運輸・倉庫業 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0

サービス業 0.0 75.9 0.0 3.4 6.9 0.0 6.9 0.0 44.8 10.3 3.4

中 小 企 業 8.8 65.9 0.0 3.3 13.2 0.0 7.7 1.1 45.1 9.9 11.0

大 企 業 20.0 60.0 0.0 10.0 10.0 10.0 20.0 0.0 50.0 10.0 0.0
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無
回
答

全 業 種 0.0 2.0 0.0 3.0 2.0 1.0 4.0 4.0 1.0 4.0 1.0

建 設 業 0.0 0.0 0.0 5.9 5.9 0.0 5.9 17.6 0.0 5.9 0.0

製 造 業 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

卸 売 業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.8 0.0 0.0 4.8 0.0

小 売 業 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 13.3 0.0 6.7 13.3 0.0

運輸・倉庫業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 0.0 6.9 0.0 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 0.0 3.4

中 小 企 業 0.0 2.2 0.0 2.2 2.2 1.1 4.4 4.4 1.1 3.3 1.1

大 企 業 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0
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出
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業
者
進
出

、
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業
種
の
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先
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の
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減

客
単
価
の
上
昇

又
は
低
下

取
扱
製

（
商

）

品
量
の
増
減

全 業 種 16.6 76.0 1.3 14.9 26.6 2.6 0.6 17.2 37.7 47.1 9.7

建 設 業 1.5 95.5 0.0 3.0 19.7 0.0 0.0 16.7 34.8 45.5 3.0

製 造 業 22.5 95.0 0.0 27.5 25.0 5.0 0.0 17.5 22.5 47.5 15.0

卸 売 業 30.8 75.0 1.9 15.4 44.2 3.8 1.9 5.8 34.6 44.2 21.2

小 売 業 37.5 46.9 3.1 25.0 31.3 0.0 0.0 28.1 50.0 56.3 3.1

運輸・倉庫業 12.5 87.5 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 25.0 50.0 12.5 12.5

サービス業 10.9 65.5 1.8 15.5 22.7 3.6 0.9 19.1 41.8 49.1 8.2

中 小 企 業 16.3 77.4 1.0 13.9 26.4 2.4 0.7 17.4 38.2 46.9 10.1

大 企 業 20.0 55.0 5.0 30.0 30.0 5.0 0.0 15.0 30.0 50.0 5.0
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は
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そ
の
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無
回
答

全 業 種 1.9 2.3 0.6 1.6 3.6 1.6 3.6 4.5 0.6 4.2 1.6

建 設 業 3.0 1.5 1.5 1.5 1.5 3.0 6.1 6.1 3.0 4.5 0.0

製 造 業 0.0 5.0 0.0 0.0 2.5 0.0 5.0 0.0 0.0 2.5 0.0

卸 売 業 5.8 0.0 0.0 0.0 3.8 0.0 1.9 1.9 0.0 7.7 3.8

小 売 業 0.0 6.3 3.1 6.3 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 3.1

運輸・倉庫業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 0.9 1.8 0.0 1.8 5.5 1.8 3.6 8.2 0.0 2.7 1.8

中 小 企 業 2.1 2.4 0.7 1.4 3.8 1.7 3.8 4.9 0.7 4.5 1.4

大 企 業 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0

今期の生産額、売上額、完成工事高が前年同期より増加した主な理由（複数回答可）　（単位　%）

減
少
理
由

今期の生産額、売上額、完成工事高が前年同期より減少した主な理由（複数回答可）　（単位　%）

増
加
理
由

減
少
理
由

増
加
理
由
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３．　原材料、製（商）品仕入価格
《3期ぶりの下落、次期予測は反転上昇へ》

上昇 横ばい 下落 未記入 DI値 上昇 横ばい 下落 未記入 DI値

13.9 66.6 6.8 12.7 7.1 12.4 65.8 4.3 17.5 8.1

13.0 77.5 5.8 3.6 7.2 10.9 76.8 5.1 7.2 5.8

24.2 71.4 4.4 0.0 19.8 23.1 70.3 2.2 4.4 20.9

16.1 69.6 12.5 1.8 3.6 15.2 67.0 8.0 9.8 7.2

20.8 66.2 7.8 5.2 13.0 23.4 61.0 3.9 11.7 19.5

26.1 34.8 4.3 34.8 21.8 17.4 39.1 0.0 43.5 17.4

6.0 60.0 5.5 28.5 0.5 3.8 61.3 3.4 31.5 0.4

14.2 66.5 6.8 12.5 7.4 12.8 65.5 4.4 17.2 8.4

9.1 68.2 6.8 15.9 2.3 6.8 70.5 2.3 20.5 4.5

卸 売 業

小 売 業

運輸・倉庫業

全 業 種

製 造 業

建 設 業

サ ー ビ ス 業

中 小 企 業

大 企 業

《　原材料、製品仕入価格（前年同期と比較して）　》

　原材料、製（商）品仕入価格は「上昇」と回答した企業割合は13.9%、「下落」と回答した企業割合は
6.8%となっており、DI値は7.1（前期DI値11.8）と前期比-4.7ポイントの「下落」となっている。
　
   業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、製造業が+0.6ポイント、運輸・倉庫業+0.3ポイントと増加したもの
の、卸売業が-9.8ポイント、小売業-7.8ポイント、サービス業-5.0ポイント、建設業-2.4ポイントの減少と
なっている。
　
   また、次四半期予測ＤＩ値については8.1となっており、今期比で+1.0ポイントの「上昇」予測となってい
る。

（ 単位　％ ）

次四半期（22年10～12月期）予測今四半期（22年7～9月期）実績

原材料・製（商）品仕入価格推移
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４．　受注価格、販売価格
《4期ぶりの悪化、次期予測は反転改善へ》

上昇 横ばい 下落 未記入 DI値 上昇 横ばい 下落 未記入 DI値

4.4 46.9 44.4 4.3 ▲ 40.0 3.6 50.3 36.5 9.6 ▲ 32.9

4.3 39.1 55.8 0.7 ▲ 51.5 2.2 47.8 44.2 5.8 ▲ 42.0

2.2 56.0 41.8 0.0 ▲ 39.6 0.0 60.4 35.2 4.4 ▲ 35.2

4.5 53.6 42.0 0.0 ▲ 37.5 3.6 51.8 36.6 8.0 ▲ 33.0

10.4 46.8 37.7 5.2 ▲ 27.3 10.4 41.6 37.7 10.4 ▲ 27.3

0.0 60.9 21.7 17.4 ▲ 21.7 4.3 60.9 17.4 17.4 ▲ 13.1

3.8 43.4 44.3 8.5 ▲ 40.5 3.4 48.9 34.0 13.6 ▲ 30.6

4.6 46.4 44.8 4.3 ▲ 40.2 3.6 49.7 36.9 9.8 ▲ 33.3

2.3 54.5 38.6 4.5 ▲ 36.3 2.3 59.1 31.8 6.8 ▲ 29.5

　受注価格、販売価格については、「上昇」と回答した企業割合は4.4％、「下落」と回答した企業割合は
44.4％となっており、ＤＩ値は▲40.0（前期DI値▲36.2）と前期比-3.8ポイントの悪化となった。
 
   業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、小売業が+2.6ポイントと改善したものの、製造業が-8.3ポイント、卸
売業-8.0ポイント、建設業-4.9ポイント、サービス業-1.6ポイント、運輸・倉庫業-0.3ポイントの悪化と
なった。

  次四半期予測DI値については▲32.9となっており、今期比で+7.1ポイントの改善予測となっている。

中 小 企 業

大 企 業

建 設 業

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

運輸・倉庫業

サ ー ビ ス 業

全 業 種

（ 単位　％ ）《　受注価格、販売価格（前年同月と比較して）　》

次四半期（22年10～12月期）予測今四半期（22年7～9月期）実績

受注価格・販売価格推移
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次期予測
H22.10～12
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５．製（商）品在庫

不足 適正 過剰 未記入 DI値 不足 適正 過剰 未記入 DI値

1.6 62.3 8.4 27.7 ▲ 6.8 1.5 59.2 7.5 31.8 ▲ 6.0

0.7 57.2 2.2 39.9 ▲ 1.5 1.4 52.9 3.6 42.0 ▲ 2.2

3.3 80.2 14.3 2.2 ▲ 11.0 2.2 78.0 13.2 6.6 ▲ 11.0

3.6 81.3 11.6 3.6 ▲ 8.0 1.8 79.5 7.1 11.6 ▲ 5.3

0.0 74.0 18.2 7.8 ▲ 18.2 0.0 66.2 19.5 14.3 ▲ 19.5

0.0 30.4 8.7 60.9 ▲ 8.7 0.0 34.8 4.3 60.9 ▲ 4.3

1.3 48.5 5.1 45.1 ▲ 3.8 1.7 46.0 4.3 48.1 ▲ 2.6

1.6 62.2 8.4 27.8 ▲ 6.8 1.6 59.2 7.4 31.8 ▲ 5.8

2.3 63.6 9.1 25.0 ▲ 6.8 0.0 59.1 9.1 31.8 ▲ 9.1

（ 単位　％ ）

中 小 企 業

次四半期（22年10～12月期）予測今四半期（22年7～9月期）実績

全 業 種

《3期連続の改善、次期予測はさらに改善へ》

大 企 業

運輸・倉庫業

サ ー ビ ス 業

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

建 設 業

《　製（商）品在庫（貴社の適正水準と比較して）　》

　製（商）品在庫は、「適正」と回答した企業割合は62.3％、「不足」と回答した企業割合は1.6％、「過
剰」と回答した企業割合は8.4％となっており、ＤＩ値は▲6.8（前期DI値▲8.1)と前期比+1.3ポイントの改
善となった。

  次四半期予測DI値については▲6.0となっており、今期比で+0.8ポイントの改善が予測されている。

製（商）品在庫推移
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6．　営業利益

増加 横ばい 減少 未記入 DI値 増加 横ばい 減少 未記入 DI値

14.9 33.6 50.1 1.3 ▲ 35.2 6.7 44.8 41.1 7.4 ▲ 34.4

10.1 34.1 55.1 0.7 ▲ 45.0 2.9 47.1 44.2 5.8 ▲ 41.3

18.7 35.2 46.2 0.0 ▲ 27.5 9.9 41.8 41.8 6.6 ▲ 31.9

17.9 39.3 42.0 0.9 ▲ 24.1 8.9 46.4 36.6 8.0 ▲ 27.7

22.1 28.6 46.8 2.6 ▲ 24.7 11.7 40.3 39.0 9.1 ▲ 27.3

17.4 34.8 47.8 0.0 ▲ 30.4 4.3 43.5 43.5 8.7 ▲ 39.2

12.3 31.5 54.0 2.1 ▲ 41.7 5.1 45.5 41.7 7.7 ▲ 36.6

14.1 33.2 51.3 1.4 ▲ 37.2 6.0 45.1 41.3 7.6 ▲ 35.3

27.3 38.6 34.1 0.0 ▲ 6.8 15.9 40.9 38.6 4.5 ▲ 22.7

運輸・倉庫業

大 企 業

サ ー ビ ス 業

中 小 企 業

建 設 業

小 売 業

製 造 業

卸 売 業

　　　《6期ぶりの悪化、次期予測は反転改善へ》

全 業 種

（ 単位　％ ）

次四半期（22年10～12月期）予測今四半期（22年7～9月期）実績

《　営業利益（前年同期と比較して）　》

　営業利益は、「増加」と回答した企業割合は14.9％、「減少した」と回答した企業割合は50.1％、「横ば
い」と回答した企業割合は33.6％となり、ＤＩ値は▲35.2（前期DI値▲34.6）と前期比-0.6ポイントの悪
化となった。
　
   業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、製造業が+2.8ポイント（前期DI値▲30.3）、サービス業+2.0ポイン
ト（同▲43.7）と改善したものの、運輸・倉庫業が-9.0ポイント（同▲21.4）、小売業-3.9ポイント(同
▲20.8)、建設業-2.5ポイント（同▲42.5）、卸売業-2.3ポイント（同▲21.8）の悪化となった。
   規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比-0.6ポイント（前期DI値▲36.6）と悪化した一方、大企業は前
期比+1.2ポイント（同▲8.0）と改善した。
　
   次四半期予測DI値については▲34.4となっており、今期比で+0.8ポイントの改善が予測されている。

営業利益の推移
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７．　売掛期間
《僅かではあるが2期連続の改善、次期予測もさらに改善へ》

短縮化 不変 長期化未記入 DI値 短縮化 不変 長期化未記入 DI値

1.2 85.2 9.9 3.7 ▲ 8.7 1.2 81.4 9.0 8.4 ▲ 7.8

1.4 84.8 9.4 4.3 ▲ 8.0 1.4 82.6 7.2 8.7 ▲ 5.8

1.1 93.4 5.5 0.0 ▲ 4.4 2.2 86.8 6.6 4.4 ▲ 4.4

2.7 78.6 17.9 0.9 ▲ 15.2 1.8 72.3 17.0 8.9 ▲ 15.2

2.6 84.4 9.1 3.9 ▲ 6.5 2.6 80.5 6.5 10.4 ▲ 3.9

0.0 91.3 4.3 4.3 ▲ 4.3 0.0 91.3 4.3 4.3 ▲ 4.3

0.0 85.1 8.9 6.0 ▲ 8.9 0.0 82.1 8.5 9.4 ▲ 8.5

1.1 84.7 10.4 3.8 ▲ 9.3 1.1 81.0 9.3 8.5 ▲ 8.2

2.3 93.2 2.3 2.3 0.0 2.3 86.4 4.5 6.8 ▲ 2.2

　売掛期間は、「短縮化」と回答した企業割合は1.2％、「長期化」と回答した企業割合は9.9％、「不変」と
回答した企業割合は85.2％となっており、ＤＩ値は▲8.7（前期DI値▲9.2）と前期比+0.5ポイントの改善と
なった。
　
   規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比+0.7ポイント（前期DI値▲10.0）と改善した一方、大企業では
前期比-2.0ポイント（同2.0）と悪化した。
　
   次四半期予測ＤＩ値については▲7.8となっており、今期比で+0.9ポイントの改善が予測されている。

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

全 業 種

次四半期（22年10～12月期）予測今四半期（22年7～9月期）実績

建 設 業

（ 単位　％ ）《　売掛期間（前年同期と比較して）》

運輸・倉庫業

サ ー ビ ス 業

中 小 企 業

大 企 業

売掛期間推移
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次期予測
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８．　資金繰り
《僅かではあるが3期連続の改善、次期予測は反転悪化へ》

楽である 不変 苦しい 未記入 DI値 楽になる 不変 苦しくなる 未記入 DI値

5.2 62.7 30.5 1.6 ▲ 25.3 2.4 60.9 30.0 6.7 ▲ 27.6

4.3 58.0 35.5 2.2 ▲ 31.2 0.7 55.1 37.0 7.2 ▲ 36.3

5.5 62.6 31.9 0.0 ▲ 26.4 3.3 67.0 25.3 4.4 ▲ 22.0

6.3 67.9 25.9 0.0 ▲ 19.6 1.8 67.0 23.2 8.0 ▲ 21.4

7.8 64.9 24.7 2.6 ▲ 16.9 3.9 61.0 26.0 9.1 ▲ 22.1

8.7 69.6 17.4 4.3 ▲ 8.7 0.0 82.6 8.7 8.7 ▲ 8.7

3.8 61.7 32.3 2.1 ▲ 28.5 3.0 57.0 34.5 5.5 ▲ 31.5

5.2 60.4 32.6 1.7 ▲ 27.4 2.5 58.5 32.1 6.8 ▲ 29.6

4.5 95.5 0.0 0.0 4.5 0.0 95.5 0.0 4.5 0.0

　資金繰りについては、「楽である」と回答した企業は5.2％、「苦しい」と回答した企業は30.5％、
「不変」と回答した企業は62.7％となっており、DI値は▲25.3（前期ＤＩ値▲25.6）と前期比+0.3
ポイントの改善となった。
　
   業種別に対前期比でＤＩ値を見ると、製造業が-5.2ポイント、建設業-4.4ポイントと悪化した一
方、運輸・倉庫業+5.6ポイント、小売業+5.2ポイント、サービス業+3.3ポイント、卸売業+0.6ポイン
トの改善となった。

   規模別のDI値を見ると、中小企業は前期比±0ポイント（前期DI値▲27.4）、大企業は前期比+6.5
ポイント（同▲2.0）の改善となった。

中 小 企 業

大 企 業

《　資金繰り（前年同期と比較して） 》

今四半期（22年7～9月期）実績

サ ー ビ ス 業

製 造 業

運輸・倉庫業

小 売 業

（ 単位　％ ）

全 業 種

建 設 業

次四半期（22年10～12月期）予測

卸 売 業

資金繰り推移
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次期予測
H22.10～12
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９．　１００万円以上の新規借入

（ 単位　％ ）

行った 行ってない 無回答 行う予定 行わない 無回答

全 業 種 43.0 55.3 1.6 35.1 59.9 5.0

建 設 業 50.7 48.6 0.7 45.7 50.7 3.6

製 造 業 46.2 51.6 2.2 28.6 63.7 7.7

卸 売 業 41.1 58.9 0.0 35.7 59.8 4.5

小 売 業 45.5 50.6 3.9 33.8 57.1 9.1

運 輸 ・ 倉 庫 業 39.1 52.2 8.7 30.4 60.9 8.7

サ ー ビ ス 業 37.9 60.9 1.3 31.9 64.7 3.4

中 小 企 業 43.0 55.9 1.1 34.8 60.4 4.7

大 企 業 43.2 47.7 9.1 38.6 52.3 9.1

　１００万円以上の新規借入を「行った」とする企業は43.0%（前期40.1%）と前期比で
2.9%の増加となった。一方で、「行ってない」とする企業は55.3%（前期58.1%）と前期比
で-2.8%の減少となった。
　
   資金使途については、「運転」77.0%、「運転・設備」11.7%、「設備」5.8%という内訳
になっている。

　次四半期については、「行う予定」とする企業は35.1%、「行わない」とする企業は59.9%
となっている。

今四半期（22年7～9月期）実績 次四半期（22年10～12月期）予測

《　１００万円以上の新規借入　》

100万円以上の新規借入推移
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次期予測
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運転資金 運転設備 設備資金 無回答 運転資金 運転設備 設備資金 無回答

全 業 種 77.0 11.7 5.8 5.5 77.2 11.4 4.6 6.8

建 設 業 84.3 7.1 5.7 2.9 88.9 4.8 1.6 4.8

製 造 業 64.3 11.9 9.5 14.3 65.4 11.5 3.8 19.2

卸 売 業 84.8 13.0 2.2 0.0 77.5 17.5 2.5 2.5

小 売 業 80.0 14.3 5.7 0.0 76.9 11.5 7.7 3.8

運輸・倉庫業 55.6 33.3 0.0 11.1 42.9 14.3 28.6 14.3

サ ー ビ ス 業 74.2 11.2 6.7 7.9 74.7 13.3 5.3 6.7

中 小 企 業 77.9 10.3 5.9 5.9 78.6 9.1 5.0 7.3

大 企 業 63.2 31.6 5.3 0.0 58.8 41.2 0.0 0.0

１００万円以上の新規借入資金使途

今四半期１００万円以上の
新規借入の資金使途(実績）

次四半期１００万円以上の
新規借入予定の資金使途(予測）

（単位　％）

１８



１０．　１００万円以上の設備投資

（ 単位　％ ）

行った 行ってない 無回答 行う予定 行わない 無回答

全 業 種 22.0 74.9 3.1 17.5 76.5 6.1

建 設 業 15.2 81.2 3.6 7.2 88.4 4.3

製 造 業 29.7 68.1 2.2 17.6 74.7 7.7

卸 売 業 15.2 81.3 3.6 18.8 72.3 8.9

小 売 業 31.2 66.2 2.6 20.8 71.4 7.8

運 輸 ・ 倉 庫 業 39.1 52.2 8.7 39.1 56.5 4.3

サ ー ビ ス 業 21.7 75.7 2.6 19.6 75.7 4.7

中 小 企 業 18.8 78.0 3.2 14.4 79.4 6.2

大 企 業 68.2 29.5 2.3 61.4 34.1 4.5

　１００万円以上の設備投資を「行った」とする企業は22.0%、「行ってない」とする企業は
74.9%となっており、その投資内容については、「新規」20.8%、「新規・更新」38.9%、
「更新」28.9%という内訳になった。

　次期予測については、「行う予定」とする企業は17.5%、「行わない」とする企業は76.5%
であり、その投資内容については、「新規」26.3%、「新規・更新」33.1%、「更新」28.8%
となっている。

今四半期（22年7～9月期）実績 次四半期（22年10～12月期）予測

《　100万円以上の設備投資　》

100万円以上の設備投資の推移
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新規 新規、更新 更新 無回答 新規 新規、更新 更新 無回答

全 業 種 20.8 38.9 28.9 11.4 26.3 33.1 28.8 11.9

建 設 業 19.0 33.3 33.3 14.3 10.0 30.0 60.0 0.0

製 造 業 25.9 25.9 33.3 14.8 37.5 43.8 6.3 12.5

卸 売 業 17.6 47.1 11.8 23.5 28.6 28.6 23.8 19.0

小 売 業 12.5 45.8 33.3 8.3 25.0 43.8 25.0 6.3

運輸・倉庫業 33.3 44.4 11.1 11.1 11.1 22.2 55.6 11.1

サ ー ビ ス 業 21.6 41.2 31.4 5.9 28.3 30.4 28.3 13.0

中 小 企 業 23.5 34.5 29.4 12.6 30.8 26.4 29.7 13.2

大 企 業 10.0 56.7 26.7 6.7 11.1 55.6 25.9 7.4

100万円以上の設備投資
今四半期１００万円以上の

設備投資の資金使途(実績）
次四半期１００万円以上の

設備投資計画の資金使途（予測）

（単位　％）
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１１．　当面の経営上の問題点

《　当面の経営上の問題点（複数回答可）　》

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

全 業 種 60.9 61.4 13.0 18.6 1.9 9.0 7.4 5.8 14.9 3.1 16.6 5.8 6.8

建 設 業 77.5 76.8 8.0 47.1 0.0 29.7 10.9 4.3 8.7 1.4 11.6 1.4 9.4

製 造 業 67.0 59.3 7.7 9.9 4.4 1.1 12.1 13.2 24.2 7.7 26.4 1.1 1.1

卸 売 業 59.8 50.9 10.7 15.2 6.3 0.9 3.6 4.5 25.9 1.8 30.4 15.2 12.5

小 売 業 48.1 50.6 26.0 5.2 1.3 0.0 0.0 7.8 11.7 7.8 15.6 1.3 5.2

運 輸 ・ 倉 庫 業 34.8 47.8 13.0 8.7 4.3 4.3 13.0 17.4 17.4 0.0 8.7 4.3 0.0

サ ー ビ ス 業 56.2 63.0 14.9 12.3 0.0 7.2 7.2 2.6 10.6 1.7 10.2 7.2 6.0

中 小 企 業 60.3 61.7 13.0 19.3 2.1 9.7 7.6 6.0 14.6 2.8 16.3 5.7 7.1

大 企 業 70.5 56.8 13.6 9.1 0.0 0.0 4.5 2.3 20.5 6.8 20.5 6.8 2.3

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

全 業 種 14.3 50.4 0.9 6.1 1.2 12.1 7.4 3.1 9.3 4.6 3.4 1.5 1.9

建 設 業 9.4 58.7 0.7 0.7 1.4 10.1 7.2 0.7 9.4 8.0 3.6 0.0 0.7

製 造 業 13.2 39.6 1.1 4.4 1.1 4.4 1.1 5.5 6.6 2.2 1.1 2.2 2.2

卸 売 業 15.2 44.6 0.9 5.4 0.0 11.6 8.9 2.7 7.1 7.1 0.9 0.0 3.6

小 売 業 11.7 51.9 2.6 14.3 2.6 6.5 14.3 0.0 5.2 3.9 1.3 6.5 2.6

運 輸 ・ 倉 庫 業 13.0 56.5 0.0 8.7 0.0 21.7 4.3 13.0 4.3 0.0 8.7 4.3 0.0

サ ー ビ ス 業 18.3 51.5 0.4 7.2 1.3 17.4 7.2 3.8 13.2 3.0 5.5 0.9 1.7

中 小 企 業 14.2 51.6 0.9 5.7 1.1 12.3 7.4 3.0 10.0 4.7 3.6 1.4 2.1

大 企 業 15.9 34.1 0.0 11.4 2.3 9.1 6.8 4.5 0.0 2.3 0.0 2.3 0.0
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（ 単位　％ ）

　当面の経営上の問題点としては、「売上額、生産額、工事高の伸び悩み」61.4%、「受注、販売競
争の激化」60.9%、「営業利益の低下」50.4%の3項目を指摘する傾向が続いており、全業種ともほ
ぼ3項目に集中している。
　
　他に指摘が集中した項目として、建設業では「官公需要の停滞」が全業種で18.6%に対し47.1%、
「元請の減少」が全業種で9.0%に対し29.7%、また卸売業では「販売代金の回収難、不良債権の増
加」が全業種で5.8%に対し15.2%と突出し、非常に高水準となっているのが特徴である。
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自社業況の景況判断推移（「良くなった」「悪くなった」別、時代背景参考）

自社業況DI値の推移
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自社業況DI値の推移

▲ 100.0

▲ 80.0

▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

全産業 建設業 製造業 卸売業

小売業 運輸・倉庫業 サービス業

 全産業 ▲ 28.0 ▲ 16.6 ▲ 19.9 ▲ 27.3 ▲ 23.5 ▲ 25.7 ▲ 17.7 ▲ 17.3 ▲ 3.0 ▲ 10.4 ▲ 17.1 ▲ 17.4 ▲ 11.2 ▲ 16.9 ▲ 17.0 ▲ 28.2 ▲ 29.6 ▲ 35.8 ▲ 45.2 ▲ 46.9 ▲ 60.9 ▲ 67.1 ▲ 59.9 ▲ 57.3 ▲ 54.4 ▲ 41.2 ▲ 33.1 ▲ 33.6 ▲ 29.3

 建設業 ▲ 34.4 ▲ 14.9 ▲ 29.5 ▲ 31.1 ▲ 18.8 ▲ 26.0 ▲ 12.7 ▲ 15.7 0.0 ▲ 13.8 ▲ 21.3 ▲ 12.9 ▲ 9.9 ▲ 17.0 ▲ 23.3 ▲ 30.4 ▲ 32.3 ▲ 44.3 ▲ 60.9 ▲ 59.2 ▲ 68.5 ▲ 72.9 ▲ 57.0 ▲ 67.8 ▲ 51.0 ▲ 47.9 ▲ 41.1 ▲ 38.4 ▲ 31.9

 製造業 ▲ 18.3 ▲ 13.7 ▲ 6.8 ▲ 19.2 ▲ 22.0 ▲ 33.3 ▲ 22.7 ▲ 24.2 ▲ 6.6 ▲ 10.6 ▲ 17.6 ▲ 25.7 ▲ 16.1 ▲ 21.9 ▲ 13.0 ▲ 28.2 ▲ 33.3 ▲ 27.4 ▲ 41.5 ▲ 42.1 ▲ 52.4 ▲ 61.5 ▲ 59.2 ▲ 53.9 ▲ 50.6 ▲ 25.8 ▲ 22.2 ▲ 31.9 ▲ 23.1

 卸売業 ▲ 27.6 ▲ 13.9 ▲ 21.4 ▲ 23.2 ▲ 18.7 ▲ 26.1 ▲ 13.4 ▲ 15.9 ▲ 10.7 ▲ 19.2 ▲ 18.9 ▲ 18.3 ▲ 6.9 ▲ 17.9 ▲ 24.4 ▲ 30.7 ▲ 25.4 ▲ 36.4 ▲ 48.3 ▲ 35.1 ▲ 61.1 ▲ 69.7 ▲ 62.9 ▲ 59.6 ▲ 50.5 ▲ 32.1 ▲ 24.4 ▲ 30.3 ▲ 33.1

 小売業 ▲ 29.4 ▲ 27.4 ▲ 23.1 ▲ 33.2 ▲ 47.9 ▲ 36.7 ▲ 27.6 ▲ 18.2 ▲ 3.2 ▲ 7.2 ▲ 18.5 ▲ 20.0 ▲ 30.5 ▲ 36.4 ▲ 21.0 ▲ 43.9 ▲ 35.2 ▲ 50.7 ▲ 44.9 ▲ 61.1 ▲ 51.5 ▲ 50.7 ▲ 50.7 ▲ 47.4 ▲ 48.1 ▲ 46.2 ▲ 29.9 ▲ 24.7 ▲ 26.0

 運輸・倉庫業 ▲ 53.1 ▲ 17.1 ▲ 44.2 ▲ 39.3 ▲ 46.2 ▲ 14.8 ▲ 40.0 ▲ 24.1 3.6 ▲ 16.0 ▲ 14.3 5.9 16.7 5.7 ▲ 3.2 ▲ 26.7 ▲ 53.3 ▲ 61.3 ▲ 62.1 ▲ 60.0 ▲ 66.7 ▲ 69.3 ▲ 85.0 ▲ 54.1 ▲ 75.0 ▲ 45.4 ▲ 32.1 ▲ 13.0 ▲ 13.0

 サービス業 ▲ 25.0 ▲ 18.4 ▲ 12.2 ▲ 28.0 ▲ 16.5 ▲ 12.6 ▲ 13.0 ▲ 12.8 3.9 2.6 ▲ 10.1 ▲ 18.0 ▲ 8.8 ▲ 4.4 ▲ 5.6 ▲ 15.7 ▲ 20.5 ▲ 17.2 ▲ 23.9 ▲ 39.7 ▲ 62.7 ▲ 71.4 ▲ 61.6 ▲ 54.9 ▲ 59.8 ▲ 44.6 ▲ 37.7 ▲ 37.9 ▲ 31.1

H15.
10～12

H16.
1～3

H16.
4～6

H16.
7～9

H16.
10～12

H1７.
1～3

H17.
4～6

H17.
7～9

H17.
10～12

H18.
1～3

H18.
4～6

H18.
7～9

H18.
10～12

H19.
1～3

H19.
4～6

H19.
7～9

H19.
10～12

H20.
1～3

H20.
4～6

H20.
7～9

H20.
10～12

H21.
1～3

H21.
4～6

H21.
7～9

H21.
10～12

H22.
1～3

H22.
4～6

H22.
7～9

H22.
10～12

２３


	表紙 
	調査内容
	回収結果
	Q1-1
	Q1-2
	Q2-1
	Q2-2
	Q3
	Q4
	Q5
	Q6
	Q7
	Q8
	Q9
	9　100万円以上の借入
	Q10
	10  100万円以上の設備
	Q11
	自社業況　良い悪いの割合 (2)
	全業種の自社業況Ａ４横

